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県営住宅の整備事例
（子育て支援住宅等）



県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

ＰＦＩ事業により保育園を併設した県営住宅を
整備（坂町との共同事業）



公営住宅等と保育所の一体的整備を民間に委ねること
により，

。

県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

①Ｈ１４年度　県と坂町で子供と子育てに優しい環境を備
えた住宅(子育て支援住宅)を整備することを決定　　　　
(県営住宅１７０戸，町営住宅５０戸，保育所　定員７０人)

②Ｈ１５年度　ＰＦＩ事業手法の導入可能性を検討

ＰＦＩ手法導入の経緯



県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

全体の事業概要



県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

全体配置計画



県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

団地内コミュニティの形成



県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

子育て支援住宅の住戸計画



県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

子育て支援住宅の期限付き入居制度

※１　併設している保育所を少なくとも1年以上利用できるよう，
　　5歳に達して最初の3月末までにある未就学児 



県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

子育て支援住宅の期限付き入居制度

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
3/31

他の県営住宅へ入居申込み可 他の県営住宅へ入居申込み可

期限付き入居終了通知　 期限付き入居終了通知　 期限付き入居終了通知　 
（期限付き入居期間終了の1年～半年前）　　　

退去

　　入居期限延長申請 　　入居期限延長申請

5年間 5年間 約1年間

5歳で入居
他の県営住宅へ入居申込み可　　 他の県営住宅へ入居申込み可

期限付き入居終了通知　 期限付き入居終了通知　 

退去

入居期限延長申請　

5年間 約2年間　

子ども
の年齢

小学生 中学生

月日

未就学児

1歳で入居

最大入居可能期間（約11年間）

最大入居可能期間（約7年間）



県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

子育て支援住宅の期限付き入居制度
広島県県営住宅設置、整備及び管理条例（平成九年十月八日条例第十三号）

（期限付き入居）
第九条の二　知事は、公営住宅でその周辺地域における保育所、幼保連携型認定こども
園並びに幼稚園、小学校及びこれらに準ずる学校の立地状況等を勘案して子育てに適す
ると認めるもの（以下「子育てに適する公営住宅」という。）に入居することができる期間
（以下「有効期間」という。）について、五年に限ることができる。

２　前項の規定により有効期間を限る子育てに適する公営住宅に入居することができる者
は、第六条第一項各号の条件を具備するほか、前条第一項の規定による入居の申込み
をする際現に五歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある親族と同居し、
又は同居しようとする者でなければならない。

３　知事は、第一項の規定により有効期間を限る子育てに適する公営住宅に係る前条第
一項の規定による入居の申込みをした者（以下「入居申込者」という。）を当該公営住宅の
入居者として決定しようとするときは、当該入居申込者に対し、有効期間の満了時に当該
公営住宅を明け渡さなければならない旨を説明しなければならない。



県営坂地区住宅整備事業（平成16～22年度）

４　前項の説明を受けた入居申込者は、当該説明を受けた旨を証する書面を知事に提出し
なければならない。

５　知事は、第一項の規定により有効期間を限る子育てに適する公営住宅の入居者に対し、
有効期間の満了する日の一年前から六月前までに、有効期間の満了する日を通知しなけ
ればならない。

６　知事は、有効期間の満了時において、第一項の規定により有効期間を限る子育てに適
する公営住宅の入居者に住宅を明け渡すことができないやむを得ない事情として規則で定
めるものがあると認めるときは、その事情が存続する間、五年を超えない範囲内において
規則で定める期間、有効期間を延長することができる。

７　前項の延長を受けようとする者は、規則で定めるところにより、有効期間の満了する日
の三十日前までに、延長の申請をしなければならない。

８　第三項及び第四項の規定は、第六項の規定により有効期間を延長する場合に準用す
る。

子育て支援住宅の期限付き入居制度
広島県県営住宅設置、整備及び管理条例（平成九年十月八日条例第十三号）



ご清聴ありがとうございました。


